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NESTI 2050 関連施策（各府省施策：1/3）NESTI 2050 関連施策（各府省施策：1/3）

※有望分野の詳細技術については、基本的にNESTIの中で例示された技術のみを記載している。

NESTI関連施策
所管省
庁

実施期間
H28FY
予算
（億円）

H29FY
概算要求

（億円）
事業内容

地球環境情報プラットフォーム構築推進プログラム 文科省
H28～
H32

4.0 19.0
データ統合・解析システム（DIAS）を中核とした地球環境情報プラット
フォームの構築を推進するとともに、産学官の協働により、地球規模課題
解決に貢献するアプリケーションを開発・実装。

農業・農村における地球温暖化の緩和に係る研究開発 農水省
H29～
H33

0.0
52.4億
円の内
数

・施設園芸分野において、省エネ・蓄エネ・創エネ技術とICTを駆使した環
境制御技術及び他産業から発生するCO2の利用技術の開発。
・畜産分野において、CH4やN2Oの発生の少ない家畜の育成、飼養方法
や排せつ物の管理法の改善。
・温室効果ガスの吸収源対策として、植生・土壌による効率的な炭素固
定技術の開発。

次世代パワーエレクトロニクス（ＳＩＰ） 内閣府
H26～
H30

23.0 -

・ウエハ、デバイス、モジュールや、回路構成、制御、システム技術を含む
使いこなし技術までの基盤技術開発を行い、次世代パワーエレクトロニク
スの適用用途の拡大、性能向上を図り、我が国の産業競争力の強化と
省エネルギーを加速させる。

省エネルギー社会の実現に資する次世代半導体研究開発 文科省
H28～
H32

10.0 18.9
・パワエレに応用できるGaN（窒化ガリウム）等の次世代半導体の研究開
発。

電気機器性能の向上に向けた次世代パワーエレクトロニクス技術開発事
業

経産省
H25～
H31

21.5 27.5

・高電圧で使用でき、耐熱性の高い新材料SiC（炭化ケイ素）パワー半導
体を用いて、パワーエレクトロニクス装置等の開発を行う。さらに、実用化
が進んでいるSi（シリコン）パワー半導体の性能限界を突破するための技
術開発や高周波動作に適する等高い材料特性を有する我が国発のGaN
（窒化ガリウム）をパワー半導体に適用するための応用基盤研究開発を
行う。
・開発したインバータ等のパワーエレクトロニクス装置が、世界に先駆け
て実用化されることにより、従来よりも効率よく電力を制御・変換すること
が可能となり、飛躍的な省エネルギー化に繋がる。

熱需給の革新に向けた未利用熱エネルギー活用技術の創出 文科省
H25～
H34

569億円
の内数

669億円
の内数

「先端的低炭素化技術開発」では、未利用熱の有効利用に向け、断熱・
蓄熱・伝熱・輻射・吸着等に関する材料に係る課題解決型の提案を公募・
採択し、要素技術の研究開発を推進。
「創発物性科学研究事業（新規熱電変換物質の設計）」では新しい原理
による熱電材料の開拓を行う。

高温超電導の実用化促進に資する技術開発事業 経産省
H28～
H32

15.0 15.0

・高温超電導の大きな市場創出が期待される技術分野について、世界に
先駆けて社会実装を行い、送配電や電気機器等の省エネルギー化を目
指す。
・超電導ケーブルや冷凍機などの送配電システムや、鉄道き電線の実用
化のための実証研究、高磁場コイル等への適用が期待される高温超電
導線材の性能の向上等に向けた応用基盤技術開発を行う。

スキルミオンを用いた超低消費電力デバイス技術の開発 文科省 H29～
516億円
の内数

618億円
の内数

電子機器の構成要素となるデバイスの電力消費を低減するためにスキル
ミオンを用いた革新的超低消費電力デバイスの実用化に向けた研究を実
施。

有望分野

エネルギー・システ
ム対応センシング技
術

超電導応用

次世代パワーエレク
トロニクス

統合システム技術・CO2最小化シミュ
レーション技術

システムを構成す
るコア技術

その他の次世代技
術
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NESTI 2050 関連施策（各府省施策：2/3）NESTI 2050 関連施策（各府省施策：2/3）

※有望分野の詳細技術については、基本的にNESTIの中で例示された技術のみを記載している。

NESTI関連施策
所管省
庁

実施期間
H28FY
予算
（億円）

H29FY
概算要求

（億円）
事業内容

- - - - - -

- - - - - -

革新的構造材料（ＳＩＰ） 内閣府
H26～
H30

36.9 -

・航空機用樹脂の開発とFRP（繊維強化プラスチック）の開発（軽くて強い
材料）。
・航空機エンジンの燃費を改善するための革新的耐熱合金とセラミックス
基複合材料の開発（耐熱材料）。
・マテリアルズインテグレーション（材料条件等を入力すると、寿命や脆化
要因を予測できるシステム⇒材料開発を効率化）。

輸送機器の抜本的な軽量化に資する新構造材料等の技術開発 経産省
H26～
H34

36.5 45.0

①革新鋼板、炭素繊維複合材料、アルミニウム材、マグネシウム材、チタ
ン材等について、強度、加工性、耐食性等の複数の機能とコスト競争力
を同時に向上させた材料開発。
②これらの材料を適材適所に使うために必要な接合技術の開発等。
③材料特性を最大限活かす、マルチマテリアル化の最適設計手法、評価
手法等の開発。
これらにより、材料開発、加工、最適設計、評価手法が一体となった開発
を行い、輸送機器の抜本的な軽量化につながるマルチマテリアル化の最
適設計技術を世界に先駆けて実現。

セルロースナノファイバー（CNF）等の次世代素材活用推進事業 環境省
H27～
H32

33.0 44.0

・社会実装に向けたCNF活用製品の性能評価モデル事業
・CNF複合・成形加工プロセスの低炭素化対策の実証事業
・バイオマスプラスチックによるCO2削減効果の検証
・リサイクル時の課題・解決策検討の実証事業

計算科学等による先端的な機能性材料の技術開発事業 経産省
H28～
H33

17.8 24.0

・これまでの開発プロセスを刷新するため、高度な計算科学、高速試作・
革新プロセス技術及び先端計測評価技術を駆使して、革新的な材料開
発システムを世界に先駆けて構築。
・高い省エネ性能をもつ機能性材料の開発期間を劇的に短縮（試作回
数・開発期間を1/20以下）することにより、省エネルギーの実現を目指
す。

革新的構造材料（ＳＩＰ）【再掲】 【再掲】 【再掲】 【再掲】 【再掲】 【再掲】
計算科学等による先端的な機能性材料の技術開発事業【再掲】 【再掲】 【再掲】 【再掲】 【再掲】 【再掲】

ポストリチウムイオン蓄電池等革新的エネルギー貯蔵システムの研究開
発

文科省
H25～
H34

76.1億
円の内
数

79.7億
円の内
数

エネルギー供給・貯蔵・輸送システムの創出のため、①現在のリチウムイ
オン蓄電池の性能を大幅に上回るポストリチウムイオン蓄電池の研究開
発、②ポストリチウムイオン蓄電池を支える基盤技術として先端的材料開
発の加速を実施。

ポストリチウムイオン蓄電池等革新的エネルギー貯蔵システムの研究開
発【再掲】

【再掲】 【再掲】 【再掲】 【再掲】 【再掲】

エネルギーキャリア（ＳＩＰ） 内閣府
H26～
H30

34.9 -

①アンモニア、有機ハイドライドを用いた高効率・低コストのエネルギー
　 キャリア技術（水素を効率良く転換して輸送・貯蔵・利用）
②液化水素の荷役に必要な技術
③水素エンジン技術
④エネルギーキャリアの安全性評価や将来シナリオ作成

エネルギーキャリア製造次世代基盤技術の開発 文科省
H27～
H36

516億円
の内数

618億円
の内数

・中性の水を分解することにより低コストで水素を創出できる触媒の開
発。
・省エネな革新的アンモニア合成法の開発（ハーバーボッシュ法より省エ
ネかつ低環境負荷な製法）。

水素等エネルギーキャリアの製
造、貯蔵、利用

次世代
蓄電池

金属-空気電池

全固体電池

有望分野

省エネ
ルギー

革新的生
産プロセ

超軽量・
超耐熱構
造材料

膜分離技術
革新的触媒利用生

超軽量構造材料

超耐熱構造材料

蓄エネ
ルギー
（1/2）

（1/2）
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NESTI 2050 関連施策（各府省施策：3/3）NESTI 2050 関連施策（各府省施策：3/3）

※有望分野の詳細技術については、基本的にNESTIの中で例示された技術のみを記載している。

蓄エネ
ルギー
（2/2） （2/2）

NESTI関連施策
所管省
庁

実施期間
H28FY
予算
（億円）

H29FY
概算要求

（億円）
事業内容

水素エネルギー製造・貯蔵・利用等に関する先進的技術開発事業 経産省
H26～
H34

15.5 14.0

・国際的に先手を打って以下の内容を実施し、水素社会の実現に貢献。
①再生可能エネルギーからの高効率低コスト水素製造技術
②大規模化・高効率化を目指したエネルギーキャリア転換・貯蔵技術
③水素利用拡大を見通した水素専焼タービン用燃焼器の開発
④開発された技術の円滑な社会導入のシナリオ検討

再エネ等を活用した水素社会推進事業 環境省
H27～
H31

65.0 90.0

・水素の製造から利用までの各段階の技術のCO2削減効果を検証し、サ
プライチェーン全体で評価を行うためのガイドラインを策定。
・再エネ等を活用して水素を製造し、輸送・貯蔵を経て、燃料電池自動
車、フォークリフト、定置用燃料電池等で利用するまでの一貫した低炭素
な水素サプライチェーンを構築し、先進的かつ低炭素な水素技術を実証。
・再エネ由来の水素ステーションや燃料電池産業車両の導入支援。

これまでにない低コストでの製造を実現し得るペロブスカイト太陽電池を
実用化するための要素技術開発。

従来型では到達し得ない高い効率を実現し得る太陽電池を実用化するた
めの要素技術開発。

未来社会創造事業（ﾊｲﾘｽｸ・ﾊｲｲﾝﾊﾟｸﾄな研究開発の推進）（異次元エネ
ルギー技術の創出）

文科省
H24～
H33

2.3 12.0
「エネルギー・環境イノベーション戦略」等を踏まえ、従来の延長線上には
ない温室効果ガスの抜本的な削減の可能性を有する革新的な技術の研
究開発。

- - - - - -

地熱発電の導入拡大に向けた技術開発事業の一部 経産省
H25～
H29

18.5 26.0
地下の超高温・高圧の状態（超臨界状態）にある水を利用する地熱発電
（超臨界地熱発電）の熱抽出に関する実現可能性調査等。

- - - - - -

化学
吸収法

環境配慮型CCS実証事業（カーボンマイナス社会推進事業の一部） 環境省
H26～
H33

60.0億
円の内
数

60.0億
円の内
数

・アミン吸収液を用いた、商用規模の石炭火力発電所排ガスから二酸化
炭素の大半を分離回収する場合のコスト、発電効率の低下、アミン回収
液劣化物による環境の影響等の評価　等
・平成27～28年度において、廃棄物発電施設にCO2分離回収設備を追
設し、廃棄物焼却ガスからのCO2を回収・藻の培養や農作物栽培に利用
する最適なプロセスや採算性を検討。廃棄物発電施設からのCCUを実証
する日本初の取組を実施。

固体
吸収法

CO2の分離回収技術の一つである化学吸収法のうち、高効率な回収が
可能なアミンを含む固体吸収材について、実用規模のプラント試験設備を
用いた実用化研究を行う。

膜分離
法

石炭ガス化発電等で発生する比較的高い圧力を有するガスから CO2を
分離回収するのに有効な分離膜技術について、実ガスを用いた実用化
研究を行う。

ホワイトバイオテクノロジーによる次世代化成品創出プロジェクト（ＡＬＣＡ） 文科省
H27～
H31

52.5億
円の内
数

51.2億
円の内
数

高機能性バイオ製品、耐熱・高強度バイオ製品の創製などの具体的な出
口を設定し、バイオプロセスとケミカルプロセスを融合し、「原料化」「合成」
「プロダクト」各段階が一つのチームとして一体となって出口から見た研究
開発を推進。

水素等エネルギーキャリアの製
造、貯蔵、利用

有望分野

量子ドット太陽電池
等

二酸化炭素固定
化・有効利用

創エネ
ルギー

次世代
太陽光発
電

ペロブスカイト太陽
電池

次世代
地熱発電

高温岩体発電

超臨界地熱発電

耐極限環境対応セ
ンサー

CO2有効利用技術

CO2革新
的分離・回
収技術

5.4 5.0

太陽光発電のコスト低減に向けた技術開発事業の一部 経産省
H27～
H31

46.5 77.0

CO2分離回収技術の研究開発事業 経産省
H27～
H31
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NESTI 2050 関連施策（内閣府：1/3）NESTI 2050 関連施策（内閣府：1/3）
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NESTI 2050 関連施策（内閣府：2/3）NESTI 2050 関連施策（内閣府：2/3）
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NESTI 2050 関連施策（内閣府：3/3）NESTI 2050 関連施策（内閣府：3/3）



11

NESTI 2050 関連施策（文部科学省：1/3）NESTI 2050 関連施策（文部科学省：1/3）
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NESTI 2050 関連施策（文部科学省：2/3 ）NESTI 2050 関連施策（文部科学省：2/3 ）



13

NESTI 2050 関連施策（文部科学省：3/3 ）NESTI 2050 関連施策（文部科学省：3/3 ）




